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評 価
第４章 子どもたちの学びを支える

学校教育環境の整備 ○

１ 児童生徒や保護者の信頼に応える 評 価

教職員の資質能力の向上
Ｂ

＜目指すもの＞

本県の学校教育における諸課題に対応するために、人格、識見、力量と

もに優れた教員を確保するとともに、教育活動に携わる教職員の資質能力

の向上や意識改革を図る。

〔ここに注目 !！〕

・「第２次多忙化解消アクションプラン」の策定とプレ実施

・メンタルヘルスハンドブックを全面改定

① 教職員の任免その他の人事

目 １ 当県教育水準の向上を図るため、次の方針のもとに人事異動、採用を行う。

＜県立学校＞

的 ・優秀な新人を採用し、清新の気風を導入する。

・教職員の適正な配置により、各学校の教職員組織の充実を図る。

・全県的視野からの人事異動を促進する。

＜義務教育諸学校＞

・学校に清新な気風を導入するため、情熱と行動力あふれる新人を採用する。

・学校に新しい風を入れ、創意あふれ活力ある学校運営を行うことができるよう

にするため、全県的な視野に立って人事異動を行う。

・同一学校、同一地域の長年勤続教職員の解消を図る。

２ 懲戒

教職員の服務規律を保持し、教育に対する県民の信頼を確保するため、非違行為

を行った教職員に対して地方公務員法に基づき懲戒処分を行う。

３ 教員評価

個々の教員が職務遂行の中で発揮した能力、実績及び意欲を適正に評価し、その

評価結果を教員の資質能力の一層の向上や人材育成に活用するとともに、適材適所

の人事配置や研修等に反映する。
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４ 障害者雇用

障害者の雇用を通じた自立を支援するため、障害者の雇用の促進等に関する法律

及び第２次新潟県教育委員会障害者雇用アクションプラン（以下、「第２次アクショ

ンプラン」という。）に基づき障害者を雇用する。

１ 平成25年度末・平成26年度初の異動の概要

異動 全教職 登 用 新採用

全体 員数 ( )内女性(内数)
退職

校 長 副校長 教頭 教諭等 事務職員等

小学校 1,995 6,206 69(10) 0 64(16) 170 22 258
中学校 1,047 3,567 25 (2) 0 36 (1) 85 1 98
中等教育学校 24 232 1 (1) 0 4 0 0 1
高等学校 743 3,817 19 6 21 (1) 58 2 134
特別支援学校 337 1,522 4 (1) 0 7 (2) 33 11 34

※新潟市からの転入者を含み、新潟市への転出者を除く。

新採用の教諭等には、任用替えによる栄養教諭を含む。

〔参考〕 新潟市への転出 ：総数 167人（教諭等・事務職員等）

新潟市からの転入：総数 126人（教諭等・事務職員等）

＜昨年度（平成24年度末・25年度初）の異動の概要＞

異動 全教職 登 用 新採用

全体 員数 ( )内女性(内数)
退職

校 長 副校長 教頭 教諭等 事務職員等

小学校 1,814 6,245 36(5) 0 50(10) 204 33 222

中学校 1,146 3,623 25(4) 0 31 (3) 146 3 94

中等教育学校 38 218 2(0) 0 2 (0) 0 0 0

高等学校 830 3,847 12(0) 4(1) 11 (2) 59 5 143

特別支援学校 388 1,512 6(1) 0 8 (1) 32 9 41

〔参考〕 新潟市への転出 ：総数 172人（教諭等・事務職員等）

新潟市からの転入：総数 128人（教諭等・事務職員等）

＊平成26年度初・再任用教職員数

雇用と年金の接続を図る観点から、これまでのフルタイム勤務に加えて短時間勤

務を導入した。

定年退職者数 再任用希望者数 フルタイム勤務者数 短時間勤務者数

326 89 49 40

執

行

の

状
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２ 教員採用

(1) 平成26年度新潟県公立学校教員採用選考検査日程

ア 第１次検査 ７月７日 （７月26日 検査結果通知）
イ 第２次検査 ８月17～20日 （９月30日 登録通知）

(2) 受験者数・採用者数等 ＊( )は平成25年度の数

受検者数 第１次検査合格者数 採用者数

小学校教諭 616(573) 284(284) 151(190)

中学校教諭 808(715) 214(262) 85(142)

高等学校教諭 586(559) 138(136) 51 (50)

特別支援学校教諭 87 (83) 36 (23) 15 (14)

養護教諭 151(110) 75 (35) 30 (16)

栄養教諭 38 (38) 7 (7) 2 (2)

３ 懲 戒

(1) 非違行為を行った教職員に対して次のとおり懲戒処分を行った。（新潟市除く）

(2) 非違行為の根絶のため、これまでも研修会や管理主事の学校訪問等において管

理職員等に対し指導するほか、定期的に通知を発出し服務規律の確保について注

意を喚起している。

また、体罰の実態を把握するため、公立学校の全ての児童生徒及びその保護者

並びに全教育職員に対し、平成25年２月にアンケート調査を実施し、平成24年度

における体罰の実態を把握するとともに、再発防止について徹底を図った。

４ 教員評価

教員評価制度に対する一層の理解を深めるとともに、評価者の能力向上を目指し

て、評価者研修会を実施した。

＜県立中学、高校、中等教育学校＞ ＜公立小・中、特別支援学校＞

年度 種別 戒告 減給 停職 免職 年度 種別 戒告 減給 停職 免職
交通事故等  2 2 交通事故等 4 1  1 6

体罰 2 2 体罰 3 3
性非行 0 性非行 0
その他 1 3 2 6 その他  3 2 5

計 3 2 3 2 10 計 7 4 2 1 14

年度 種別 戒告 減給 停職 免職 年度 種別 戒告 減給 停職 免職
交通事故等 2 3 5 交通事故等 5 1 1 2 9

体罰 0 体罰 1 1
性非行 0 性非行 0
その他 1 1 2 その他 1 1 2

計 3 3 0 1 7 計 7 1 2 2 12

年度 種別 戒告 減給 停職 免職 年度 種別 戒告 減給 停職 免職
交通事故等 2 1 3 交通事故等 11 4 2 17

体罰 1 1 体罰 1 1 2
性非行 0 性非行 3 3
その他 1 2 3 その他 1 1

計 4 2 0 1 7 計 13 5 2 3 23

区分

25

懲戒処分
計

区分 懲戒処分
計

23

区分 懲戒処分
計

24

懲戒処分
計

23

懲戒処分
計

25

区分 懲戒処分
計

区分

24

区分
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（1）県立学校（高等学校、中等教育学校）

第１次評価者（新任教頭）対象 11月１日

（2）県立学校（特別支援学校、中学校）、市町村立学校

第１次評価者（教頭）対象 ８月23日～８月29日＜５回＞

５ 障害者雇用の取組

第２次アクションプランに基づく教員採用選考の要件緩和などの取組に加え、特

別支援学校卒業生キャリア形成事業を実施し、特別支援学校卒業生を非常勤職員に

採用するなど職域開発を進め、平成25年６月１日時点における障害者雇用率は2.07

％と、前年に比べ0.48ポイント上昇した。

６ 市町村教育委員会におけるメンタルヘルス対策への支援

市町村教育委員会に対し、メンタルヘルス対策に関する情報提供を行うなど、職

場復帰支援制度の実施支援を図った。

【成果】◇ 職場復帰支援制度の実施支援を行った結果、市町村教育委員会において

評 制度の導入が進んだ。

◇ 障害者雇用の取組は着実に進んできている。

価

【課題】◇ 再任用の導入による高齢者の増加と、教員採用選考検査による若手教職

員のバランスをとりながら、年齢構成の適正化を図る必要がある。

◇ 経年研修や懲戒処分実施時に発する通知を活用し、特に交通事故の発生

原因を踏まえた具体的な注意喚起を行った結果、交通事故等に関わる懲戒

処分件数は減少したが、他の重大な非違行為による処分が増加したことか

ら、引き続き注意喚起していく必要がある。

◇ ここ数年の体罰事案に関し、体罰の発生に至った背景や原因を分析し、

再発防止に向けた取組をさらに強化する必要がある。

◇ 障害者雇用率の上昇に向け、引き続き取り組んでいく必要がある。

○ 大量退職時代を控え、今後の定年延長に関わる国の動向を注視しつつ、今年度導

入した新しい再任用制度を運用しながら、安定した教員採用数が確保できるように

努める。

○ 指導が不適切な教員に対する、指導改善研修が適切に実施できるよう、実施手順

の見直し検討を行う。

○ 服務規律の確保を図るために、研修などの機会を捉えて、教職員に対して自覚を

促すとともに、通知等により具体的な情報の発信を行う。

○ 教員採用選考における障害者の採用条件が緩和されていることについて、さらに

周知を進めるなど、障害者雇用の推進につながるよう努める。

今

後

の

対

応
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② 教職員研修の充実

目 教育に携わる職員は、職責を遂行するため、絶えず研究と修養に努める必要がある

ことから、教職員の研修について企画・立案し、教育センターと本庁各課とが連携を

的 図りながら、各研修を実施する。

教職経験に応じた基本研修をはじめ、本県の喫緊の教育課題等に対応する研修を実施

１ 基本研修

(1) 教職経験年数に応じて実施[全31講座、1,935人修了]（Ｈ24全31講座、1,765人修了）

(2) 基本研修において、他県で教員経験を有する採用者に対する研修受講ルールを

定め、運用上の改善を図った。

(3) 教員の指導力向上を目的に、全ての基本研修において教科指導を踏まえた講習

等を導入した。

２ 専門研修

(1) 教育課題に対応する研修を実施

・職務別研修[全26講座、940人修了]（Ｈ24：全25講座、787人修了）

新任校長及び教頭、寄宿舎指導員・実習助手を対象に指名により実施

・課題別研修[全63講座、6,276人修了]（Ｈ24：全62講座、5,578人修了）

喫緊の教育課題、特別支援教育、教育相談・生徒理解、教育課程、人権教

育、同和教育、健康安全教育等に関する研修を実施

・派遣研修[全７講座、109人]（Ｈ24：全７講座、113人）

大学院や行政機関、民間企業等に派遣

(2) 重点的課題になっているＩＣＴ活用の推進を図る研修を新設[20人]

(3) 特別支援教育関連など、受講者のニーズの高い研修の受講定員を拡大

[新任特別支援学級担任教員研修など３講座の定員を330人に増]（Ｈ24：282人）

３ 実践力向上研修

各学校に指導主事を派遣し校内研修等を実施

[Ｈ26.1時点154回派遣]（Ｈ24：168回派遣）

４ 指導改善研修（指導力向上研修を命ぜられた

教員対象）

該当者なし

【義務教育初任者研修会】

執
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５ 高等学校教職員のその他の研修

(1) 長期工業教育研修 [２人]（Ｈ24：２人）

(2) 理科実習教員資格認定講習[10人]（Ｈ24：10人）

６ 義務教育諸学校教職員のその他の研修

(1) 臨時教員研修事業 [県内４会場182人]（Ｈ24：４会場246人）

(2) 教育復興加配教員研修事業[50人] （Ｈ24：60人）

(3) 幼稚園新採用研修事業 [９園９人] （Ｈ24：10園12人）

７ 教育フォーラム（２月19日実施）

カウンセリングをテーマとした講演会と、中高連携支援など７テーマの分科会

[361人]（Ｈ24 259人）

８ 学校技術員等の研修

(1) 県立学校学校技術員(用務・農務) 研修[56人] （Ｈ24：23人）

(2) 県立特別支援学校調理員・学校技術員（介助員）研修[８人]（Ｈ24：17人）

９ 自治研修所研修

(1) 階層別研修[６講座51人]（Ｈ24：６講座49人）

(2) 能力開発研修[22講座45人]

（Ｈ24：24講座48人）

10 高等学校司書研修会[42人]（Ｈ23：41人）

司書のステップアップ研修と隔年で実施

【教育フォーラム 講演会】

【成果】◇ 全ての基本研修に教科指導を踏まえた内容を導入したことで、学力向上

評 の視点においても体系的研修を実施することができた。

価 【課題】◇ 研修受講者の負担軽減のため、地域開催の検討等を行う必要がある。

◇ 県の教育施策や課題に対応した研修の充実を図る必要がある。

◇ 教育センターにおける教育資料の活用が進んでいない。

○ 研修受講者のニーズに対応するため、一部の研修についてセンター開催に加えて

地区開催など、研修の実施方法を検討する。

○ いじめやグローバル人材育成事業など、県の重点事業や新規課題に対応する研修

の整備を進める。

○ 重点的課題となっているＩＣＴに関わる研修の拡充を図る。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

67.2% 76.9% 93.2% 95%以上

目標値
実績値

【関連指標25】

研修で学んだことを活用した・活用す

る予定であると答えた教員の割合

今

後

の

対

応
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③ 教職員の健康管理等

目 教職員の健康と安全を確保するため、定期健康診断や人間ドック、メンタルヘ

ルス対策事業等を実施するとともに、安全衛生管理体制の整備及び公務災害補償事

的 務を行う。

１ 健康管理

労働安全衛生法及び学校保健安全法に基づき、健康診断等を実施

(1) 一般定期健康診断（人間ドック等を含む）

県立学校 6,271人、教育庁等 525人

(2) 特殊定期健康診断（ＶＤＴ検診、腰痛検診、Ｂ型肝炎検診、特定化学物質検

診、結核検診、深夜勤検診、潜水員検診）

県立学校 297人、教育庁等 ５人

(3) 指定年齢者人間ドック（県費負担教職員を対象）

35歳、40歳、45歳、50歳、55歳の希望者 2,842人

２ メンタルヘルス

管理職向けのラインケアや教職員自身のセルフケアに関する研修のほか、相談

事業等を実施

(1) 研修等

ア メンタルヘルス研修

管理職対象 ２回 227人、中堅教職員対象 １回 45人

イ メンタルヘルス講座【公立学校共済組合と共催】

新任管理職対象 ４回 203人、新任者教員対象 ６回 370人

ウ メンタルヘルスセミナー【公立学校共済組合と共催】

全教職員対象 ５回 154人

エ カウンセリング技法研修【公立学校共済組合と共催】

全教職員対象 ２回 145人

(2) 管理職等への精神科医、臨床心理士に

よる相談

精神科医 延べ18件、

臨床心理士 延べ22件

(3) メンタルヘルス検討会

職場復帰支援等について、精神科医等

専門家と検討

(4) 試し出勤と職場復帰支援プラン 【メンタルヘルス研修会】

長期療養者の円滑な職場復帰を支援

(5) その他

平成24年度末に制定した「新潟県教育委員会メンタルヘルスサポート事業実

施要領」及び全面改定した「学校における管理職のためのメンタルヘルスハン

ドブック」の周知・活用を図った。
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３ 労働安全衛生

労働安全衛生法に基づき、安全衛生管理体制を整備

(1) 副安全衛生管理者研修会

県立学校管理職対象 １回 106人、教育庁等管理職対象 １回 17人

(2) 学校総括安全衛生委員会 ３回

県立学校の職員の安全と健康を確保するための総括的な重要事項を調査審議

４ 公務災害補償

(1) 周知・啓発

新任職員への公務災害防止啓発物の配付、広報紙及び研修会での啓発

(2) 進達・認定

区 分 公務災害 通勤災害 合 計

進 達 数 137件 ６件 143件

認定数 公務上・通勤該当 144件 ６件 150件

公務外・通勤非該当 ２件 ０件 ２件

【成果】◇ 法令に基づく健康診断のほか、必要な職員に対して健康相談を実施し

評 教職員の健康管理を適切に行った。

◇ 学校の管理職のためのメンタルヘルスハンドブックの全面改訂の周

価 知、活用を進めたことにより、管理職のメンタルヘルスに関する意識が

高まった。

【課題】◇ 依然として精神疾患による長期療養者数が高い水準にあることから引

き続きメンタルヘルス対策を推進する必要がある。

◇ 県立学校での安全・衛生対策を推進するため、安全衛生委員会の開催

回数を増やすなど、衛生委員会活動の活性化を図る必要がある。

〈公立学校教職員の休暇等の状況〉

H21 H22 H23 H24 H25

長期病気休暇者(１月超)・休職者(人) 465 466 429 430 428

うち精神疾患による者 210 211 190 183 190

○ 健康診断や健康相談等を適切に実施し、教職員の健康の保持・増進を図る。

○ メンタルヘルス対策として、教職員本人のセルフケアや管理職によるラインケ

アのための研修及び相談体制を充実するほか、試し出勤や職場復帰支援プランの

作成など、職場復帰支援及び再発防止に努める。

○ 職場における安全衛生管理体制の充実を図るとともに、安全衛生に関する研修

会の開催や啓発を行う。
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④ 教職員の多忙化解消に向けた取組

目 学校が対応すべき課題が複雑化、多様化する中で、教職員の本務である子どもたちと

向き合う時間を確保するため、効率的な学校運営を行う指針としての具体的な行動計画

的 を定め、取り組む。

１ 「多忙化解消アクションプラン（第１次）」の継続実施

(1) 実施期間 平成24年４月１日～平成26年３月31日

(2) 対 象 小・中学校及び特別支援学校（新潟市立学校を除く）

(3) 実施概要 取組１ 「10の点検」「チェックリスト」により現状を把握する。

取組２ 実態に即した「１プログラム運動」に取り組む。

取組３ 実施期間を４期に分け、段階的に確実に取り組む。平成24

年度は、第Ⅰ～Ⅳ期の取組（２サイクル目）を行った。

(4) 指導主体 平成24年度から25年度の２か年は、より現場の実態に即したアクシ

ョンプランの運用とするため、指導主体を市町村教育委員会とした。

２ 「多忙化解消アクションプラン（第２次）」の策定及びプレ実施

(1) 実施期間 平成25年４月１日～平成28年３月31日

（うちプレ実施期間を平成25年４月１日～平成26年３月31日とする。）

(2) 対 象 小・中学校及び特別支援学校（新潟市立学校を除く）

(3) 実施概要 ア 管理職マネジメント研修の開催

平成25年12月に、市町村立学校管理職等を対象とした研修を開

催し、教職員の理論的なマネジメント手法について確認した。

イ 多忙化解消意見交換会の開催

県小・中校長会等の代表者からなる意見交換会を２回（７・２

月）開催し、多忙化の解消について意見交換を行った。

ウ 教育庁内検討会の設置及び開催

義務教育課等、教育庁内の関係課による庁内検討会を組織し、

多忙化解消について検討を行った。

エ 市町村教育委員会への支援

多忙化解消意見交換会や各種研修会を通じ、多忙化解消の取組

等について周知した。

【成果】◇ マネジメント研修等を通じて、取組目標の設定方法について管理職へ情報

評 提供した結果、学校の全職員の話し合いで目標を設定するなど、より学校に

根付く取組とするための工夫が見られるようになった。

価 ◇ アクションプランの実施サイクルが定着した結果、学校の取組目標に応じ、

行事黒板の改善、会議資料の事前配付、電子掲示板による文書回覧等を、主

体的に実践するなど、多忙化解消への取組の意識化が図られてきた。
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【課題】◇ 勤務時間の縮減の視点だけでなく、教職員のやりがいの視点も加えた取組

とすることにより、「多忙化」に加えて「多忙感」の解消に向けた取組とす

る必要がある。

〈多忙化解消アクションプランの取組状況〉（平成24年10月及び平成25年10月）

○ 平成25年度において策定した「第２次多忙化解消アクションプラン」を、県及び市

町村教育委員会並びに義務教育諸学校（新潟市立学校を除く。）において着実に実施

し、引き続き教職員の多忙化解消の取組を進めていく。

○ 多忙化解消意見交換会及び教育庁内検討会を継続開催することにより、全庁体制で

成果や課題を的確に把握するとともに、検討結果等を市町村教育委員会の多忙化解消

の取組に、フィードバックできる体制を整えていく。
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⑤ 教員免許に係る事務

目 教育職員免許法に定められる教育職員の免許について、授与基準に基づき免許状の授

与及び再交付等の事務を行うことで、教育職員の資質の保持と向上を図る。

的 あわせて、定期的に最新の知識技術を身に付けるために導入された教員免許更新制を

適切に運営し、教育職員の資質の保持と向上を図る。

１ 免許法認定講習の実施

教員免許状の取得に必要な単位を取得するための免許法認定講習を実施した。

開催日 ８月３日～８月29日

会 場 新潟大学、上越教育大学

講座数 新潟大学 ６講座 延べ18日間

上越教育大学 ６講座 12日間

受講者数 延べ537人

２ 免許管理事務の実施

教育職員免許法に基づき、教員免許状の授与権者又は免許管理者として、次の事務

を執行した。また、教員採用選考検査の実施時には、免許状の所持だけでなく、有効

性についても確認を行った。

(1) 授与権者としての事務

項 目 件 数

免許状授与 3,218

臨時免許状授与 346

免許状書換 507

免許状再交付 342

免許状授与証明 245

領域の追加 9

(2) 免許管理者としての事務

項 目 件 数

失 効（公立学校教員の免職） 3

取上げ（公立学校管理職等の免職） 1

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500
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３ 教員免許更新制度への対応

平成21年度から実施された教員免許更新制度に対応するため、次の事務を行った。

(1) 対象者の把握

平成26年３月に教員免許状の修了確認期限を迎える者の確認作業を行うととも

に、制度の啓発を行った。

あわせて県ホームページに制度概要を引き続き掲載したほか、「教育月報」に特

集記事を掲載するなどして、啓発に努めた。

(2) 免許の更新関係処理件数

項 目 件 数

更新講習修了確認処理 1,707 （うち現職教員1,637）

修了確認期限延期処理 127

免許状更新講習免除認定 226

【成果】◇ 免許法認定講習については、夏季休業中に講習を実施したほか、要望の高

評 い特別支援教育に関する教科を多く設定するなど、希望者に対して適切に講

習を実施した結果、延べ537人の教員が１種免許又は特別支援免許状の単位

価 の一部を修得することができ、教育職員の資質の保持・向上を図った。

◇ 免許管理事務については、教育職員免許法に基づき、免許状の授与のほか、

再交付、書換等の事務を適切に行い、免許管理システムを適切に運用し、ま

た非違行為等を行い免職となった教員の免許状に関して、関係機関と緊密に

連携を取りながら、失効及び取上げに関する諸手続を滞りなく行い、教育職

員の資質の保持を図った。

◇ 免許更新制の運用については、適宜、注意喚起及び確認を行うなど、更新

講習の確実な受講に努め、併せて教員採用時の免許状の有効性の確認を徹底

するなどして、教育職員の資質の保持・向上を図った。

【課題】◇ 教員免許は、個人による管理であるため、教育職員が意識を持って更新講

習を受講し、併せて受講後の各種手続や、延期申請、免除申請といった関係

する手続を自発的に行うよう、制度の周知及び理解に引き続き努める。

また、認定こども園の拡充等に伴い、保育園に勤務する教員免許保持者に

対しても、適切に制度が運用されるよう、さらに働きかける必要がある。

○ 更新講習修了確認期限の経過による免許の失効等が生じないよう、現職教員はもち

ろんのことであるが、それ以外の者に対しても周知に努める。

また、更新講習は、教育に関する最新の知識と技能を身に着ける絶好の機会である

ことから、積極的な受講及び適切な科目選択について、啓発に努める。
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評 価
２ 安全・安心な学校づくりの推進

Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 児童生徒の安全を確保し、安心して学べる環境と、地域住民の安全な

避難場所、防災拠点を確保するため、校舎や体育館などの学校施設の耐

震改修を進める。

(2) 児童生徒が学習活動を行う学校の安全を確保するとともに、安全に関

する教育を充実させる。

〔ここに注目 !！〕

・県立学校の耐震化率が98.2％に上昇

（１）学校施設の耐震改修の推進

目 学校施設の老朽化対策や耐震化対策を行い、安全で快適な教育環境を確保する。

的

１ 県立学校施設

(1) 改築

老朽化の著しい校舎について、高校再

編整備計画と整合を図りながら、改築を

行う。

・新潟商業:平成25年度実施設計完了

(2) 大規模・耐震改修 【新潟商業高校成予想図】

老朽化した校舎又は耐震診断の結果、耐震性能を満たさない校舎について、

大規模改修等を行った。

・大規模改修（耐震改修を含まない）11校12棟実施

・耐震改修 （大規模改修を含む） 10校11棟実施

(3) 天井等非構造部材の落下防止対策

体育館天井等の落下防止対策が必要な36施設のうち３施設の設計を行った。

天井落下防止対策対象施設:天井高６ｍ超又は水平投影面積200㎡超（文部科学省基準）

２ 市町村立学校施設

(1) 整備状況

市町村においては、校舎・屋内運動場の改築や大規模改修等を実施した。
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・改築 4校

・大規模改修及び耐震改修 151校

・給食施設（給食センター含む） 9校

・学校体育施設(プール・武道場) 8校

(2) 県の取組状況

国等からの各種情報を市町村に提供するとともに、耐震化への取組が遅れて

いる市町村に対して、２次診断の早期実施や耐震化計画の前倒し等を要請した。

また、体育館の天井等非構造部材の落下防止対策について、市町村に対して

働きかけた。

【成果】◇ 新潟県耐震改修促進計画（以下、「県計画」という。）に基づき、平

評 成27年度末完了を目途に順調に進んでいる。

改築予定校を除き耐震改修未了施設は６棟（平成26年4月1日現在）

価
【課題】◇ 文部科学省の耐震化対象施設※のうち、県計画の対象施設を除いた比

較的小規模な施設についても、速やかに耐震化の完了を図る必要がある。

◇ 外壁落下の事案を踏まえ、日常点検では発見が難しい外壁の老朽化に

ついて、早急に点検を行う必要がある。

公立学校施設の耐震改修状況調査（文部科学省） （ ）は全国の平均耐震化率

H23 H24 H25 H26

公立小・中学校 77.2% (80.3%) 83.1% (84.8%) 87.6% (88.9%） 93.5% （92.5%）

県立学校 71.5% 75.5% 78.4% 79.7%

※文部科学省の対象施設：２階以上又は面積200㎡超の非木造建築物（各年４月１日現在）

県計画の対象施設:３階以上かつ1,000㎡以上 （特別支援学校等は、２階以上かつ1,000㎡以上）

（実績値は各年度末現在）

○ 県立学校施設について、県計画に基づく建物の耐震化を平成27年度までに行う。

○ 市町村立学校施設については、平成27年度までのできる限り早い時期に耐震化

が完了するよう市町村に要請する。

○ 天井等非構造部材についても落下防止対策を推進するとともに、市町村に対し

ても早期の完了を要請する。

○ 建設後40年以上の県立学校施設で大規模改修後10年を経過した建物について、

専門業者による「外壁打診検査」を行う。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

80.7% 94.8% 98.2% 100%

目標値
実績値

【関連指標26】

県立学校の耐震化率（新潟県耐震改

修促進計画に基づく建物）
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（２）学校における児童生徒の安全確保

① 防犯体制の充実及び通学路の安全確保

目 通学路等における不審者、交通事故から児童生徒を守るための教育を充実させる。

あわせて、市町村教育委員会を中心とした、警察・道路管理者・地域住民による緊急

的 合同点検での危険箇所の抽出と対策を推進するとともに、地域ぐるみで児童生徒を見

守るための体制強化を図る。

１ 学校保健・給食管理運営研修会（県内５会場、管理職601人）

・不審者事例に基づく安全対策と地域連携

・県警の安心メールへの登録促進

２ 通学路の緊急合同点検に基づく対策の実施

各市町村単位で警察、道路管理者、その他地域住民、ＰＴＡ等とによる通学路の

緊急合同点検で抽出した箇所についての対策を実施

３ 事件対応の緊急連絡体制の整備

市町村教委担当者の連絡先を集約し、県警本部と共有

【成果】◇ 不審者事案件数が90件（Ｈ24）から39件（Ｈ25）に減少した。

評

【課題】◇ 不審者事案件数は減少したが、依然として乱暴で悪質な事案がある。

価 ◇ 市町村教育委員会や小学校で対策が必要な47箇所のうち、25箇所につ

いて実施済みであるが、残りの22箇所について、できるだけ早期に着実

に実施する。

対策必要 H24対策済み H25対策実施 H26対策実施
箇 所 箇 所 箇 所 予定箇所

398 351 25 22

○ 通学路における不審者が後を絶たないことから、児童生徒の見守り体制、不審

者情報の提供等の取組を強化していく。また、不審者に遭遇した場合の対処方

法について指導を継続していく。

○ 通学路の安全を確保するため、地域ごとの推進体制を構築し、基本方針の策定

などについて、警察や道路管理者とより一層の連携を図りながら、着実で効果

的な取組を推進するよう市町村教育委員会を指導する。
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② 福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質への対応

目 福島第一原子力発電所事故に伴い、放射性物質が拡散されたことから、校庭等

の空間線量率の測定及び学校給食用食材の検査を実施し、児童生徒を放射線による

的 健康被害から守る。

１ 平成23年度及び24年度の測定時に高い値を示した学校について、校庭等の放射

線量の測定を実施

・県立学校12校を測定

・測定値は地表面で１時間当たり0.3マイクロシーベルト以下であり、除去対応

は不要

・汚泥等の保管場所周囲の空間線量が通常範囲の数値であることを定期的に確認

２ 学校給食用食材の放射性物質検査体制を整備し、測定を実施

・県内６箇所の地域振興局内に検査場所を設置し、７台の検査機器を配備

・県立学校の給食用食材検査は、37品目455検体を測定し、全て不検出

・市町村立学校においては、県の検査機器を使用した給食用食材検査を23市町

村が実施し、100品目2,581検体を測定し、全て不検出

【成果】◇ 測定の着実かつ継続的な実施と

評 結果の確実な公表により、放射性

物質から児童生徒を守る体制への

価 信頼を得ることができた。

【

【課題】◇ 児童生徒等のより一層の安全・

安心の確保及び保護者の不安解消

に引き続き取り組んでいく必要が

ある。

【学校給食用食材検査機器】

○ 校庭等の放射線量の測定については、平成23年度及び24年度の測定時に高い値を

示した学校について、引き続き測定を実施する。汚泥等が基準値(地表面で0.3マイ

クロシーベルト)を超えた場合は除去し、施錠可能な場所に保管する。

○ 学校給食用食材検査については、検査体制を維持して実施することにより、より

一層の安全・安心の確保に努めていく。
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評 価

３ 教育機会の均等の確保
Ｂ

＜目指すもの＞

経済的な事情にかかわらず子どもたちが安心して学び続けていける環境

の構築を図る。

〔ここに注目 !！〕

・低所得世帯向け返還猶予制度を、平成26年４月以降の返還分から導入

目 経済的理由により就・修学が困難な生徒・学生に対して教育機会を確保するため、奨

的 学金を貸与する。

１ 低所得世帯向けの返還猶予制度の導入

学ぶ意欲のある高校生が、将来の返還を不安・負担に感じ奨学金の利用をためらい

就・修学をあきらめることがないよう、低所得世帯向けの返還猶予制度を導入するこ

ととした。（平成26年４月以降の返還分から実施）

２ 奨学金貸与申込み手続きの簡素化・貸与時期の早期化

奨学金貸与申込書の提出時に振込先口座の報告書類を追加するなど、奨学金申込み

から貸与開始までの手続きを簡素化し、貸与時期の早期化を図った。

また、貸与希望者が、所得要件を満たしているか否かを確認した上で申込みを行え

るよう、申込書に「所得要件確認欄」を設けるなど、記載内容の変更を行った。

３ 海外大学奨学金の設置

国際情報高校の海外大学進学コースの設置をはじめ、グローバル人材育成が求めら

れている状況から、海外大学へ進学する者への奨学金事業を実施することとし、平成

26年３月に高等学校等を卒業予定の者を対象に予約募集を行った。

４ 奨学金制度の周知

奨学金の制度や利用方法について説明した「奨学金ガイド」や「新潟県奨学金奨学

生募集案内」を各学校へ配付したほか、県ホームページに「奨学金ガイド」を掲出す

るなど広く周知を行った。

<奨学金の貸与状況>（平成26年３月31日時点）

ア 高 校 奨 学 金 新規貸与： 251人 継続貸与： 421人

イ 大 学 奨 学 金 新規貸与： 48人 継続貸与： 127人

ウ 専 修 学 校 奨 学 金 新規貸与： 33人 継続貸与： 30人

エ 定時制通信制修学奨励金 新規貸与： ４人 継続貸与： ４人

オ 進 路 変 更 緊 急 奨 学 金 新規貸与： 14人 継続貸与： ４人

[新規貸与内訳：月額貸与11人、入学時一時金特別貸与３人]
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【成果】◇ 平成26年度から、高校奨学金の利用者で返還時に低所得世帯である者につ

評 いて、猶予ができるようにした。

◇ 奨学金申込みから貸与開始までの手続きの簡素化を行ったことにより、新

価
規申込者への貸与開始時期を10月から９月に早めることができた。

◇ 奨学金ガイドを活用し、県奨学金や他の奨学金制度を積極的に情報提供し

た。また、各学校において教育費に関わる相談などを行い、個々の生徒の状

況に応じてきめ細かく対応を行った。

【課題】◇ 返還猶予制度を含め、新しい制度について広く周知する必要がある。

○ 生活困窮により返還が困難となっている者が、返還猶予制度を有効に活用できるよ

う、広く周知を行い、適正な制度の運用に努める。

○ 海外大学への進学を希望する者が奨学金制度の利用を検討できるよう、募集の時期

や期間について検討を行う。

○ 平成26年度新入生から導入された、奨学のための給付金制度を適切に運用していく

ために、制度の周知を丁寧に行うとともに、申請方法等についてきめ細かな対応に努

める。

＜資料＞ 平成25年度新潟県奨学金の概要

１ 貸与月額（単位：円）

国 公 立 私 立 海 外

自 宅 自宅外 自 宅 自宅外 大 学

大 学 41,000 44,000 51,000 51,000

短期大学･専修学校（専門課程） 41,000 43,000 48,000 －

高等学校等 18,000 23,000 30,000 35,000 －

２ 貸与期間

貸与決定年の４月分から卒業までの最短修業年限

３ 返還

卒業後８か月据え置き後、最長15年以内に返還（無利子）

４ 募集時期

対 象 校 募集対象者 募 集 時 期

在 学 高等学校等、大学、 左の学校に在学して 大学･短大･専修 ６月頃
採 用 短大、専修学校 いる者 高校 ５月頃

予 約 高等学校等 翌年４月に高等学校 11月頃
採 用 等へ進学予定の者

海外大学 翌年度に海外の大学 ２月頃
へ進学する予定の者

緊 急 高等学校のみ 家計急変等の事由が 随時
貸 与 発生した者

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

12人 0人 0人 ゼロ

【関連指標27】

高校における経済的理由による中途

退学者の人数

実績値
目標値
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